修正原稿新旧対照表
	No.
	分類番号
	箇所
	修正内容および意見

	
	
	旧原稿
	新原稿
	

	１
	Ｉ
	P１右2-5
	
	「住んで良し、訪れて良し」の地域づくりは、住む（日常）と訪れる（非日常）の相対化を反映し、宿泊制度を考える場合にも日常・非日常の相対化は重要な要素となってきている。」を削除し、(3)で記述する。

	２
	Ｉ
	P２左36-43

	
	「旅館業は「人を宿泊させる」ことであり、生活の本拠を置くような場合，例えばアパートや間借部屋などは建物賃貸業（貸室業・貸家業）であって旅館業には含まれないと考えられる。つまり宿泊とは非日常性のものであり、間借り等の日常性のあるのものとは区別されるべきであるが、旅館業法は沿革的な理由等により日常性のあるのものを対象とする下宿営業にも適用される点において、不徹底な面を有している。」を削除し、(3)で記述する。

意見：宿泊契約、賃貸借契約いずれも法制度上は、契約期間の長短で区分されるものではなく、当事者の合意により時間制、年間制等の宿泊、賃貸借契約も可能である。宿泊契約も客室の賃貸借契約を基本とする無名契約と考えられるので、それだけに両者の関係は複雑である。

	３
	Ⅱ

	P２右１

P２右11-15

	P２左33-36

P2右18
	「旅館業法は有償性を前提とするが、これは無償のものまで規制をする趣旨ではないことによる。参入に関する数量規制のない旅館業法では宿泊料自体の規制は目的とはしないからである。」を加える。

「また」を削除する。

「ただし、食費やテレビ･ワープロ使用料など必ずしも宿泊に付随しないサービスの対価は宿泊料には含まれないとされる」５）とされるが、有償無償の判断も法的判断であるとすると、前記解釈は広すぎる印象が否めない。」を「」５）とする見解があるが、数量規制を目的としない旅館業法の有償性は制限的に解釈すべきであり、この解釈は広すぎる。」に修正する。
「宿泊業の再構築」を「宿泊業法制度の再構築」に修正する。

	４
	Ⅱ
	P2右31-33
P9　右７-10


	P2右20-35
P3左31-40

P9右24-28
	「現行旅行業法は旅館業に下宿営業を含めているが、これは戦前における宿屋取締制度（３）を実質的に引き継ぐ形で旅館業法が成立したことによる。」を「選挙、納税制度等のもととなる住所、居所を定める住居施設と、旅行者のための宿泊施設は法制度において異なる体系のもとに規定されている。前者は不動産賃貸借契約により提供される場合もあり、借地・借家法等により権利性の強いものとしてこれまで保護されてきた。

旅館業は「人を宿泊させる」（2）ことであり、生活の本拠を置くような場合，例えばアパートや間借部屋などは建物賃貸業（貸室業・貸家業）であって旅館業には含まれないと考えられる。つまり宿泊とは非日常性のものであり、間借り等の日常性のあるものとは区別されるべきであるが、旅館業法は戦前における宿屋取締制度（３）を実質的に引き継ぐ形で成立した沿革的な理由等により、日常性のあるものを対象とする下宿営業にも適用される点において、結果として住宅政策の一部を担っていた面を有している。」に修正する

「住んでよし、訪れてよし」の観光地域づくりは、居住地と旅行地に対する意識の相対化をもたらし、宿泊制度を考える場合にも重要な要素となってきている。「住む」と「訪れる」の相対化は、宿泊施設と居住施設の相対化でもある。戦後居住施設が不足し、交通機関が未発達であり、宿泊施設も整備されていなかったときは、それぞれ、基本的には住宅法制度、宿泊法制度により対応されてきたが、高度消費社会の今日、両者が相対化した時点では、それぞれの制度の再整理が必要であろう。」を加える

「(1)専ら異性を同伴する客の宿泊（休憩を含む）のためのいわゆるラブホテルは、風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律第２条第６項第４号該当するものとして、旅館業法とは別に規制を受けることとなっている。」を削除する。

「(2)「宿泊契約は賃貸借(客室等の有償利用)を基本とし、これに売買(食事の提供など)・雇用(従業員のサービスの提供)等の結合された混合契約である、と説明されることが多い」と記述するものがある（1975年発行有斐閣「注釈民法」第17巻p.423）。」を加える

	５
	Ⅱ
	P3右33-34
	P4左2-3
	「参入規制もない事業に対して引受義務を課すことは問題がある。」を「参入規制もない事業に対して営業許可の取消にもつながる引受義務を課すことは問題がある。」と修正する。
意見：筆者は人権上の問題も、典型的な法的問題として認識している。人権も憲法等の法的根拠を持ったものとして存在するのであり、実定法上の問題と基本的には同じである。公衆浴場における外国人差別禁止は、法的権利侵害として裁判所が認めたものということができ、旅館業や運送業、飲食業にも適用される可能性が高いものといえる。飲食店がハンセン病患者に対して契約拒否を行えば、実定法が存在しなくても損害賠償請求は認められたであろうが、飲食業の許可の取消等は、法的根拠がなくできないはずである。入浴事件についても、営業の取消はできなかったはずである。

　「旅館業界は倫理にかけているから引受義務をつけて取り締まらないと、という昔からの取締法肯定の趣旨」については、異論がある。旅館業法は公衆衛生、風俗保持の観点からの講学上警察許可制度である。引受義務は取締りとは直接関係せず、戦後の交通事情、宿泊施設の不足状態から規定された特別の条項である。戦前の宿屋取締規則等には引受義務は存在しなったことからも理解できる。この引受義務違反が明文で定められているから、違反した場合に営業の取消等の行政処分が行われたわけであり、その点で、飲食業、公衆浴場等と比較して法的バランスが取れていないと判断するわけである。

	６
	Ⅱ
	P7右10,17
	
	意見：国際観光ホテル整備法の届出料金の水準自体は法制度上は課題とはなっていない点と、旅行業法は、宿泊事業者、実利用者、旅行業者の三者に関する法制度であり、旅行業法を含めた宿泊関係法制度を論じる部分も必要と考える点の理解を求める。

第一点　・宿泊料金については、一般的には法的規制はなく自由な営業行為により決められるものである。宿泊業者と実利用者の契約は、民商法等の私法により律せられ、更に宿泊業者は消費者契約法等の一般的公法規制に律せられることになる。この場合の例外は二つある。一つは宿泊業者が(自由意思により)国際観光ホテル整備法の登録を行った場合であり、料金を含む宿泊契約を構成する内容を行政機関に届けなければならない(昭和39年に追加された規定による。)。二つは国民宿舎等公共団体が宿泊施設の経営者である場合であり、契約内容は地方財政法の規定により条例で定められる。

・運送業、倉庫業等と同様、宿泊料金･約款の事前届出制は利用者に料金等を公示させることにより事前にトラブルを回避させることにある。届出された料金･約款が遵守されれば適当なものと判断され、「実際の営業上の料金設定がどこまでなら適法でどこからが違法かを論じる」ものではない。国際観光ホテル整備法11条では料金・宿泊約款が「外客接遇上不適当であり、特に必要があると認めるとき」に国土交通大臣が変更を指示ことができるとあり、変更の指示がない段階では適当なものと判断される。これまで変更の指示が出されたことはなく、行政手続法が施行された今日、その指示基準が明文を持って国土交通省から公表されていない段階では、指示は行われないものと判断されることとなる。筆者の判断では、外客接遇上の理由で料金の変更指示を出すことは困難であり、行われるにしても料金以外の契約内容についてであろうと推測する。

・後者の場合については単純である。届出より厳しい規制である条例による料金設定が、国民宿舎等公共団体が経営する宿泊施設には適用される。その場合には、条例で決められた料金以外の料金はすべて違法となり、違法、適法の判断は明確にされていると思われる。

第二点　指摘の「旅行会社が介在するケースと介在しないケースの双方がある」との点は、正確には「宿泊契約が宿泊事業者と実利用者の間に締結されるケースと、主催旅行契約が主催旅行業者と実利用者の間に締結されるケース(この場合は宿泊事業者と実利用者に間には宿泊契約は締結されない)」とされなければならない。

　「宿泊契約が宿泊事業者と実利用者の間に締結されるケース」には、旅行業者を介在しないで直接実利用者が宿泊事業者と宿泊契約と締結する場合と、実利用者が手配旅行業者を介在させて宿泊事業者と宿泊契約を締結する場合があるが、実利用者と宿泊事業者の間に締結される宿泊契約には本質的差はなく、国民宿舎条例及び国際観光ホテル整備法の諸規制は適用されることとなる。条例で定められた料金以外の料金あるいは届出した料金、約款以外のものを使用した場合は、形式的ではあるにしろ違反となる。「主催旅行契約が主催旅行業者と実利用者の間に締結されるケース」は、宿泊事業者と実利用者に間には宿泊契約は締結されず、国民宿舎条例及び国際観光ホテル整備法の諸規制は適用されない。この点は、鉄道運賃規制等が鉄道運送を含んだ主催旅行商品に適用されないのと同様である。従って、条例で定められた料金、届出された料金、約款以外のものを使用しても違反とはならない。これは確立された実務慣行であり、国有鉄道運賃法の存在する時代(もっとも規制の厳しい時代)からの法令解釈である。

この主催旅行に関わる実務慣行がいつから成立したのか、この実務慣行を法的に合理的に説明するにはどのような解釈によるのか、比較法学上はどうなっているのか等は興味の尽きない論点である。航空、鉄道といった体系の異なる運送法制度を、外国、日本ともに矛盾なく説明して行くには、別途論文を必要とする大作業であり、別の機会に発表を行い論文の完成を目指しているところである。

	７
	Ｉ
	P7右29-41
	P7右40～PB左9
	「規制制度そのものの実効性が低下することとなるわけである。

宿泊に伴う食事については、旅館業法は定義から除外しており、旅行業法が規定する宿泊には飲食は含まれない。国際観光ホテル整備法も宿泊と食事の料金は分離が前提であり、食事付宿泊サービスは単品主催ではないという解釈も成り立つが、わが国では、主催旅行に関するEC指令および欧州各国法令の主催旅行の定義と異なり、単品主催が実務慣行上認められているので、差異はない。また、欧州各国法令では、運送、宿泊に付随するサービスは独立したサービスとはみなされていないところから、結果としてわが国とかわることはない。」を「現行の規制制度に構造上実効性を低下させるものがあるわけである。

単品主催は、主催旅行用に仕入れた客室のうち運送等と組み合わせられなった残余のものを単独販売したことにはじまるとされ、実務慣行として容認されるようになった。単品主催はわが国主催旅行制度の論点を端的にあらわし、複数のサービスの組み合わせ商品と異なり、実利用者に原価が直接見えてしまう点において、規制制度の実効性の低下を意識させるものである。これに対して、EC理事会指令等においては、主催旅行の定義から単品主催を排除しており、規制制度について構造上実効性を低下させるものとはなっていない。」に修正する。


